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日本共産党 の質問から6 月 議 会

小田議員：物価高騰による家計への深刻な影響は終わりが
見えず、中東情勢の悪化により拍車がかかっています。政府
の補正予算が成立しましたが、従来の延長線上にとどまり、
ナフサ不足への具体的な支援策もありません。姫路市とし
て、さらなる物価高騰対策を行うべきと考えます。
答弁：追加の対応については、国の補正予算の内容を踏ま
え、必要な対応を検討する。

■全市民に対するさらなる物価高騰対策を

小田議員：ホルムズ海峡封鎖等による経済的な影響は、
中小業者により重くのしかかっています。原料・資材の不
足は収入の減少や倒産の危機につながり、個人の経営努
力だけでは困難を打開することができません。実態調査を
行なうとともに、相談窓口の設置が必要です。また、融資
条件の緩和や返済猶予などの対応策を図るとともに、住民
税や固定資産税、国保料の徴収猶予、減免制度の要件緩
和の実施を求めます。

答弁：実態調査については、県や商工会議所等と連携しな
がら情報収集に努めている。相談窓口については、それぞ
れのところで対応していただきたい。条件緩和や返済猶予
については、県の融資制度の対象が拡充されている。住民
税等の徴収猶予や金額の減免については、制度の公平性を
確保する観点から実施は困難である。

■原油価格高騰で影響を受ける中小業者への支援を

物価高騰・原油価格高騰に対する支援を

小田議員：昨年5月1日時点の待機児童が255人もいたことが大きな
問題となり、議員団として、早急な待機児童の解消と、今年度はこのよ
うな事態にならないよう求めてきました。その結果、今年の5月1日時
点の待機児童は63人と、大幅な改善につながったと認識していま
す。一方で、施設不足のため待機児童が解消されていないクラブもあ
ります。姫路市として、どう施設確保を図っていくのでしょうか。

答弁：学校内の余裕教室などの有効活用を図るなど、既存の資源
を最大限利用した柔軟かつ段階的な対策を継続していく。

■待機児童解消に向けて一層の取組を 

小田議員：今年度から、18施設でクラブの運営を民間委託してい
ます。それまで勤務していた支援員は、原則同じクラブで勤務して
いますが、民間委託のため、雇用契約が最大3年となっているのが
問題ではありませんか。民間委託によって支援員の処遇は改善で
きたのでしょうか。また、子どもたちの放課後の居場所がどのよう
にゆたかになったのでしょうか。

答弁：仮に受託事業者が交代する場合であっても、今回と同様
に、新受託事業者に対して支援員等の継続雇用を求めてまいりた
い。支援員等の処遇改善については、公設民営施設においても、
給与や有給休暇等の処遇が維持・確保されるよう努めている。
子どもたちの生活の変化については、アンケート等の検証結果
を適切に把握し、その推移を注視していきたい。

■民間委託で支援員の処遇は改善できたのか

市民の願い実現へ 市立保育所にて、紙おむつの定額制利用サービス事業が開始
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子どもたちにゆたかな放課後を

小田議員：兵庫県は去る4月16日、有事での自衛隊の利用につなげ
る特定利用港湾の候補地として、姫路港を検討していると国から
説明があったことを発表しました。国は、あくまで平時での自衛隊
による訓練等の利用であるとしていますが、これは高市政権の下で
進められている「戦争する国づくり」の一環と言わざるを得ません。
また、平時において自衛隊が姫路港を活用するならば、有事には
攻撃対象と見なされる恐れがあります。平和の心を世界に発信して
いる姫路市として、特定利用港湾指定に同意しないよう求めます。

答弁：姫路港の管理者は兵庫県なので、兵庫県の決定を尊重する。

姫路港の特定利用港湾指定に同意しないこと

　姫路市立保育所５園において、保護者が一定額を支払うことによ
り、子どもが保育所内で上限なく紙おむつが利用できる定額制利用
サービスがこの６月から導入されています。導入目的は、保護者及び
保育所職員双方の負担軽減と保育の質の向上を図るとしています。 ※今後については、この事業の結果を見て、順次拡大していくとのことです。

導入園 ●飾磨保育所 ●中央乳児保育所 ●中央保育所
●城東保育所 ●広西保育所

事業期間 2026年6月から2028年3月末
（城東保育所は2027年3月末）

費用負担 2,180円／月 
(全額保護者負担)



申入れを行う議員団。右から小田議員、谷川議員

　日本共産党姫路市会議員団は、5月15日、
清元秀泰市長に対し、姫路港の特定利用港
湾指定に同意しないよう求める申入れを行い
ました。申入れ書は井上副市長に手渡し、意
見交換には山本政策局長も同席しました。
その際議員団は、「姫路市の場合は近くに
陸上自衛隊姫路駐屯地があり、指定されれ
ば平時において訓練等の利用が想定されて
いる。有事の際も軍事的作戦に積極的に活
用される懸念がある。」と伝えました。 
　井上副市長は、「このことについては県か
ら説明を受けており、日時は定かではない
が、国からも説明があると聞いている。今の

時点でどう対処するかは申し上
げられないが、申入れを承って
おく。」とのことでした。 
　ジュネーブ条約では民用物
への攻撃を禁止しています
が、指定されるとその対象から
除外され、攻撃対象となります。市民の生
命・財産を守るためにも、同意しないよう強
く求めました。 
　また、6月24日、日本共産党近畿地方議員
団の特定利用空港・港湾指定の政府要請
に、姫路市会議員団から小田きょう子議員
が参加しました。要請の中で、「有事を利用

の対象としないというが、内容は軍事訓練で
はないのか」と質問しました。それに対して、
「武力攻撃に備えるためのものなので、有事
を見据えた取組とも言える」という答弁でし
た。有事を見据えた取組というのであれば、
尚のこと、特定利用空港・港湾に指定しない
よう国に対して強く求めました。
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■議員提出議案第３号

姫路港の特定利用港湾指定に
同意しないよう求める申入れ

 議案第56号：姫路市放課後児童
健全育成事業の設備及び運営に
関する基準を定める条例の一部
を改正する条例について、議案第
57号：姫路市児童福祉施設の設
備及び運営に関する基準を定める
条例の一部を改正する条例につ
いて、議案第59号：姫路市幼保連

携型認定こども園の学級の編制、職員、設備及び運営に関する基準を定
める条例の一部を改正する条例について、議案第60号：姫路市家庭的保
育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正する
条例について、議案第61号：姫路市幼保連携型認定こども園以外の認定
こども園の認定の要件を定める条例の一部を改正する条例について及び
議案第63号：姫路市乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準
を定める条例の一部を改正する条例について、以上６件の議案に反対し
ました。
　これらの議案は、いずれも兵庫県に於いて、「地域限定保育士」制度の
導入に伴い、地域限定保育士の登録を受けた者を追加し、必要な規定整
理をするものです。規制緩和によって資格取得者を増やそうとしています
が、そもそも保育士不足の原因は、他産業と比べても著しく低い給与水準
にあります。処遇や労働環境の抜本的改善がされなければ、保育士不足
の解消には結びつきません。よって、これらの議案に反対しました。

　厚生委員会において、老朽化が進む保健所について、2027年度末に廃
止予定のすこやかセンターを大規模改修し、保健所として利活用するもの
としたい、という報告がなされました。｠
　保健所の改修について検討した結果、工事費が最も安く、整備期間も短
いすこやかセンターの利活用が、交通アクセスや周辺施設との連携からも
最適とされました。｠
　すこやかセンターについては、昨年度、３回の在り方検討懇話会が開か

れ、施設の老朽化、利用者の固定化等の理由から、廃止が決定されまし
た。しかし、利用者からは存続を求める声が多数寄せられていました。すこ
やかセンターの廃止を短期間で決定し、3カ月後には保健所にすると発表
したことについて、市民への丁寧な説明責任が求められています。

保健所がすこやかセンター跡に移転

議員提出議案 第３号
皇室の伝統に基づく安定的皇位継承を確保するための
法整備の早期実現を求める意見書提出に反対

男女平等を掲げる
憲法の精神に反する

「地域限定保育士」制度導入で
保育士不足は解消するのか

今後のスケジュール｠
～2027年度　
2027年度末

2028～2029年度　
2030年度　

保健所移転改修基本設計及び実施設計 
すこやかセンター用途廃止 
保健所移転改修工事 
保健所移転

　反対の第１の理由は、衆参両院の正副議長が皇位継承
の在り方に関する全体会議で、皇族数の確保策に向けた
「立法府の総意」をとりまとめたとしていますが、全体会議
の総意でもなければ国民の総意でもないからです。
　反対の第２の理由は、男系男子による継承が「不動の原則」
とされ、女性天皇・女系天皇を封じることが念頭に置かれてい
るからです。
　各種世論調査では、女性天皇に「賛成」が７～８割を占
め、女系天皇にも大多数が賛成しています。「象徴天皇制」
は、日本国憲法第１条で定められており、憲法の規定に照ら
せば、多様な性を持つ人々によって構成されている国民の
「統合の象徴」である天皇を男性に限定する合理的理由は
ありません。男女平等を掲げる憲法の精神にも反します。
よって、この議案に反対しました。
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